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A Study on the Deception or Other Wrongful Act Provided in 




















































































































































































　除斥期間延長制度の趣旨について、東京高裁昭和 49年 9月 30日判決 17)は、「右法条（筆者
注：通則法 70条 2項 4号。現 70条 4項）は（略）「偽りその他不正の行為」により脱税し
た納税者自身に対して適正な課税を行なうことができるように、このような納税者に対して
更正処分のできる期間を、法 70条 1項に定めている 3年という短期の期間に制限する必要
がないものとし、これを 5年に延長しているものと解するのを相当とする」と判示している。
　神戸地裁昭和 57年 4月 28日判決 18)は、上記東京高裁昭和 49年 9月 30日判決と同旨を述べ、
さらに、「偽りその他不正の行為があった場合に既に成立している抽象的納税義務を適正に
具体化するために更正の期限期間を延長するにすぎない」としている。


















































　また、現行の重加算税制度については、最高裁昭和 45年 9月 11日第二小法廷判決 26)が、
その趣旨について以下のとおり判示している。








































　品川芳宣氏は、「除斥期間の延長に関して判示した前掲福岡高裁昭和 51年 6月 30日判決













































　これに対し、東京地裁平成 27年 2月 24日判決 39)は、「原告は、主観的要件として税額を





　同様に、東京地裁平成 29年 10月 18日判決（上記 2.1）は、「（同項は刑罰を定めたもので
はないから、同項を適用するのに納税者に税額を免れる意図があることまでを必要とするも
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切必要ない
4 4 4 4 4
との解釈を示したものと解することも不可能ではないのではないだろうか。
6.2.2　偽りその他不正の行為の主体に関して
　最高裁平成 17年 1月 17日第二小法廷判決 41)は、以下のとおり判示し、除斥期間延長規
定の適用は、納税者本人が偽りその他不正の行為を行った場合に限られるものではないこと
を明らかにした。




　最高裁平成 18年 4月 25日第三小法廷判決 42)は、以下のとおり上記最高裁平成 17年 1月
17日第二小法廷判決を参照し、除斥期間延長規定の適用は、納税者本人が偽りその他不正の
行為を行った場合に限られるものではないとした。





































































するにすぎない国税通則法第 70条第 2項 4号（筆者注：現 70条 4項）の適用の有無の問題
とを同断に論じることはできない。」
　東京高裁平成 5年 2月 25日判決 50)も、以下のとおり、両者が常に軌を一にして適用され
るわけではない旨判示している 51)。







　東京地裁平成 27年 2月 24日判決 52)は、以下のとおり、通則法 70条 4項にいう「偽りそ
の他不正の行為」は同法 68条にいう「隠ぺい又は仮装」よりも外延の広いものと解される
旨判示している。







































































京地裁平成 16年 2月 12日判決（LEX/DB文献番号 28091636）等がある。
7) 事件番号平成 25年（行ウ）第 146号。確定。LEX/DB文献番号 25539630。税資第 267号－ 129
（順号 13078）。
8) 以下逐一記載しないが、カギかっこ中の下線は全て筆者によるものである。




審である広島高裁平成 27年 10月 30日判決（LEX/DB文献番号 25547102）も同旨。）、上記 2.1
の判決と同様の判断と考えられる。同旨の判決として、大阪地裁平成 28年 2月 26日判決（LEX/
DB文献番号 25561731）等がある。










条 4項の適用は違法であるとして訴訟を提起したが敗訴し、同判決（東京地裁平成 30年 6月





















17) 事件番号昭和 48年（行コ）第 53号。LEX/DB文献番号 21047850。上告審判決（最高裁昭和 51
年 11月 30日第三小法廷判決。事件番号昭和 49年（行ツ）第 111号。確定。LEX/DB文献番号








5年とすることを定めたものであ」ると述べている（事件番号昭和 53年（行ウ）第 6号、第 7号。
LEX/DB文献番号 21076320。本判決は確定している。）
19) 事件番号平成 13年（行ウ）第 28号。確定。LEX/DB文献番号 28092834。
20) この節の記載に当たっては、新井・前掲注 13) pp.751-752、764-776、税制調査会・前掲注 13)答
申の pp.19-22、28、答申の説明の pp.96-106を参照した。
21) 加算税制度の前身は追徴税制度であった。
22) シャウプ勧告では 60％とされていたが、創設された重加算税額の税率は 50％とされた。
23) 税制調査会・前掲注 13)答申の pp.19-22、28、答申の説明の pp.96-106を参照した。
24) 税制調査会・前掲注 13)答申の説明の p.102
25) 事件番号昭和 29年（オ）第 236号。LEX/DB文献番号 21009940。
26) 事件番号昭和 43年（あ）第 712号。LEX/DB文献番号 21034040。
27) 板倉宏（1966）「租税犯における故意（上）─租税刑法をめぐる諸問題（5）」判例タイムズ 191号、
p.14、松沢智（1999）『租税処罰法』有斐閣、p.21。








租税刑法をめぐる諸問題（3）」判例タイムズ 187号、pp.30-39、同「租税犯と刑法 38条 1項─















29) 松沢・前掲注 27) p.36
30) 松沢・前掲注 27) pp.24、29-30




























た事例」税務事例第 8巻第 3号（通巻 78号）、p.16
36) 板倉宏（1976）「租税判例研究 90　国税通則法 70条 2項 4号にいう「偽りその他不正の行為に
より・・・税額を免れ」たことの意義とその具体的内容」ジュリスト 619号、pp.142-143
37) 事件番号昭和 50年（行コ）第 4号。LEX/DB文献番号 21054860。この判断については、上告審
判決において正当として是認できると判示されている（最高裁昭和 52年 1月 25日第三小法廷
判決。事件番号昭和 51年（行ツ）第 90号。LEX/DB文献番号 21056610）。
38) 品川・前掲注 1) pp.312、314、同・前掲注 33) p.400
39) 事件番号平成 25年（行ウ）第 31号。LEX/DB文献番号 25524150。
40) この事件では、原告は「偽りその他不正の行為」があるというためには、主観的要件として税
額を免れる意図が必要であるなどと主張していた。本判決については原告が控訴したが、第二
審判決（東京高裁平成 27年 8月 5日判決。LEX/DB文献番号 25546625）は、原判決を引用し、
原判決は相当であるとして控訴を棄却した。なお、第二審判決は確定している。
41) 事件番号平成 14年（行ヒ）第 103号。LEX/DB文献番号 28100214。











上記のとおり、同年分の所得税に係る更正については、国税通則法 70条 5項により 7年の除斥
期間が適用されるものというべきである。そうすると、平成 6年分の所得税の法定申告期限（同










46) 北野・前掲注 28) p.401脚注 5
47) 清永敬次（2013）『税法〔新装版〕』ミネルヴァ書房、p.332
48) 品川・前掲注 1) p.314
49) 前掲注 18)
50) 事件番号平成 3年（行コ）第 130号。LEX/DB文献番号 22007361。控訴人が上告したが、上告審
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